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さいたま市自動販売機設置業者登録名簿制度 

実施要領３．登録申込（必要書類等）に関するＱ＆Ａ 

 
 
Ｑ１．登録を支店等で希望しているが、支店等では印鑑証明書を持たない場合はどうした

らよいか。 
Ａ．印鑑証明書を持たない支店等で登録を希望する場合は、本社等の印鑑証明書と本社等の

印鑑証明書登録印を押印した委任状（支店等に登録を委任する旨を記載した任意様式）をあ

わせて提出してください。なお、委任者の印は本社等の印とし、受任者の印は申請書と誓約

書に押印する支店等の印と同一のものとしてください。 
 
 
Ｑ２．都道府県税及び市町村税納税証明書はどこで取得できるのか。 

Ａ．以下のとおりです。  

＜個人事業者の場合＞ 
 ・「個人事業税」の納税証明書…住所地管轄の「都道府県税事務所」 
 ・「個人都道府県民税・個人市町村民税」の納税証明書…住所地の市・区役所（町・ 
  村役場） 
＜法人事業者の場合＞ 
 ・「法人事業税」及び「法人都道府県民税」の納税証明書…事業地管轄の「都道府県 
  税事務所」 
 ・「法人市町村民税」の納税証明書…事業地の市・区役所（町・村役場） 
※東京都２３区内の法人 
 ・「法人事業税」…事業地管轄の都税事務所 
 ・「法人市町村民税」相当分もあわせた「法人都民税」の納税証明書…事業地管轄の 
  都税事務所 
 
 
Ｑ３．納税証明書の過去２年間分とは、いつからいつまでの期間のものか。 

Ａ．令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの２年間分の納税証明書を提出して

ください。 
 
 
Ｑ４．納税証明書はどの種類を提出したらよいのか。 

Ａ．納付すべき税額、納付した税額及び未納税額等の証明、もしくは未納の税額がないこと

の証明をする納税証明書を提出してください。 
 

（裏面あり） 
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Ｑ５．登録を支店等で希望する場合、都道府県税及び市町村税納税証明書は支店等と本社

等のどちらの納税証明書を提出したらよいか。 
Ａ．登録を支店等で希望する場合は、支店等の納税証明書を提出してください。 
 
 
Ｑ６．過去２年間に２回以上の自動販売機又は自動証明写真機の設置等の実績を確認で

きる書類（契約期間が満了している行政財産目的外使用許可書の写し又は契約書の写し

等）とあるが、過去２年間の間に満了しているものがない場合はどうしたらよいか。 
Ａ．原則は、満了しているものとしますので、契約の相手方が国又は地方公共団体、民

間の事業者等で、契約期間が満了しているものがないか、今一度ご確認ください。それ

でも該当するものがない場合は、その旨資産経営課にご相談ください。 


